
５.申告をされない場合、又は虚偽の申告をされた場合
　正当な理由がなくて申告されない場合、又は虚偽の申告をされた場合は、

１.申告すべき資産 地方税法及び市税条例により罰則規定が適用されることがあります。

※申告すべき資産とは､令和７年１月１日現在本宮市に所在する資産 ６.免税点・税率
　です。 　償却資産の課税標準となるべき額の合計が150万円未満の場合は課税さ

(申告すべき償却資産の内容は、別表のとおりです。) れません。税率は1.4％です。

（1）全資産の申告（緑色） 　課税標準となるべき額とは、取得価格・経過年数等で計算された額です。

　新たに申告される方又は事業内容等に大きな異動があった方は全 ７.価格等の決定
資産を申告してください。 　申告及び調査等に基づいて3月末日までに価格等を決定し､固定資産課税
(その際は必ず種類別明細書の「全資産」に○をつけてください。) 台帳に登録します。

（2）増加資産の申告（緑色） ８.その他
　令和６年１月２日から令和７年１月１日までに増加した資産及び 　廃業解散等により申告すべき資産のない場合でも､備考に｢令和○年○月

令和７年１月１日までに取得したもので、申告が漏れている資産を ○日廃業（解散）により資産なし」等と記入して提出くださるようお願い

記入して申告してください。 します。

(その際は必ず種類別明細書の｢増加資産｣に○をつけてください。） 　なお、申告書に記入する際は、はっきり正確に記入してください。記入

（3）減少資産の申告（赤色） 漏れ、誤字等がありますと、適正な課税ができない場合があります。

　令和６年１月２日から令和７年１月１日までに減少した資産を記 　その他､疑問などのある方は､税務課 資産税係にお問い合わせください。

入して申告してください。

（4）増減がなかった場合の申告

●令和６年１月２日から令和７年１月１日までに資産の増加、減少
等異動がない場合でも申告が必要です｡(備考等に｢増減なし｣と記入)

●すでに申告してある資産の耐用年数を変更する場合には備考欄に 　固定資産税の課される償却資産とは、土地家屋以外の事業の用に供す

その旨を記入してください。 ることができる資産で、その減価償却額又は減価償却費が法人税法又は

（5）被災償却資産の代替償却資産に係る課税標準の特例 所得税法の規定による所得の計算上損金又は必要な経費に算入されるも

　東日本大震災により滅失又は損壊した償却資産に代わるものとし の(これに類する資産で法人税又は所得税を課されない個人､又は法人が

て取得又は改良した償却資産については、課税標準の特例の適用を 所有するものを含む)をいいます。

受けることができます。

２.申告書の提出期限 ※ 注意すべき点

令和 ７ 年 １ 月 ３１ 日（期限厳守） ①耐用年数が満了し経費に算入されない資産でも、実際に事業の用に供

３.申告義務 　しているものは含みます。

　毎年１月１日現在に償却資産を所有している方は、その資産につ ②自動車税・軽自動車税の課税客体である自動車・オートバイ・農作業

いて所定の事項を記載して１月末日までに申告しなければならない 　車等は除きます。

ことになっています。 ③貸借人がその建物に施した付属設備（簡易間仕切り、冷暖房設備等）

４.決算期価額を記載された方 　は含みます。

　令和７年１月１日現在の帳簿価額を算出することが非常に困難で、 ④移動性又は可動性償却資産で､1月1日を含んで長期間所在するものは

１月１日に最も近い決算期の価額を記載された事業所等は、同決算 　含みます。

の減価償却し、決算期以降の資産の増減を種類別明細書に記載して

申告してください。

申告する資産の区分

たな卸資産

有価証券

繰延資産

無形減価償却資産（権利など）

書画骨董

使用可能期間が1年未満の資産

支出した年の損金としたもの

償却資産として個別償却したもの ◎
3年間で一括して損金としたもの(一括償却)

償却資産として個別償却したもの ◎
家屋として固定資産税の対象となるもの

償却資産として固定資産税の対象になるもの ◎
家屋として固定資産税の対象になるもの

償却資産として固定資産税の対象になるもの ◎
構築物 ◎
機械および装置 ◎
船舶 ◎
航空機 ◎

自動車税、軽自動車税の対象となるもの

上記以外のもの ◎
工具、器具および備品 ◎

観賞用興行用のもの（備品） ◎
収益性のあるもの（牛、果樹など）

事業に使用している部分 ◎
事業に使用されていないもの

償却済の資産 ◎
減価償却をしていない資産 ◎
簿外資産 ◎
劣化資産

※この表は種類別明細書(増加資金･全資産用)の｢減価残存率｣欄に使用します。
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取得のもの

68 0.983

耐用
年数

減価残存率
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